
平成28年度地方創生推進交付金　効果検証シート　　【R2.8.21事業評価】

評価 本事業における意見

1
政策企画課

SDGs未来課

小さな楽園拡大連携プ
ロジェクト

①（ながさき移住サポートセン
ター負担金）
県市町共同運営の「ながさき移住
サポートセンター」による良質な
求人ニーズの掘り起こし、伝統的
産業や離島等における観光業、農
林水産業の担い手確保、UIJターン
人材と地域のマッチング。

②③（地域運営組織事業）
小学校区を１単位とした「まちづ
くり協議会」設立の推進を行い、
地域住民、各組織、事業者等、そ
の地域と関わりのある方を構成員
とした、地域課題の解決に向けた
仕組みづくりをサポートする。

事業費
4,583,352円
（うち国費
　2,291,000円）

①サポートセンター
が関与して移住した
外部人材の数

②地域運営組織の形
成数

③小さな拠点の設立
数

①36

②6

③6

①8

②3

③3

①D

②C

③C

①サポートセンターが関与して
移住した外部人材の成果指標は
達成できなかったものの、サ
ポートセンター主催の移住相談
会への参加、情報発信の連携、
島内企業の求人情報の発信など
オール長崎で取り組むことがで
き、一定の効果は得られてい
る。
なお、サポートセンターが直接
は関与していないが、上記取り
組みにより、移住した外部人材
の数は年々増加傾向にある。

②③指標値には及ばなかった
が、協議会設立に向けた幹事
会、設立準備委員会については
８地区において設立されてお
り、次年度以降の協議会設立に
向けて各地区で機運が高まって
きている。（R2.4.1付開所：2
協議会あり）

①現状維持。

②③幹事会等の未設置地区につ
いて、地域担当職員と協力のう
え説明会等を実施し、機運醸成
をはかる。

C

①サポートセンターが関与し
て移住した数がKPIとなってい
るが、センターを介さず市に
直接相談して移住した数も併
記してほしい。

②③まちづくり協議会は、組
織化が大変だと思うが今後も
引き続き頑張ってほしい。

↓ ↓

担当課№ 事業名 事業目的・概要 経費内訳

【ＫＰＩ目標達成度】
　Ａ：目標達成

　Ｂ：目標をほぼ達成80％以上

　Ｃ：50％以上

　Ｄ：50％未満（未着手含む）

【創生会議委員評価】
　Ａ：成果が十分に上がっている
　　（事業継続）
　Ｂ：相当程度の成果がある
　　（取組追加、発展）
　Ｃ：成果が不十分である
　　（事業内容の見直し、改善）
　Ｄ：成果なし
　　（事業中止）

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

目標値 実績値 達成度 取組成果、状況
創生会議委員意見

今後の方針

1



平成29年度地方創生推進交付金　効果検証シート　　【R2.8.21事業評価】

評価 本事業における意見

1 観光課
福岡市・九州離島広域
連携事業

福岡市とダイレクトアクセスを持
つ九州の離島３市２町の自治体と
福岡市が連携し、各地域の経済、
産業、人材育成等、包括的な協定
により、地域の活力を創出するた
め、国内外に向けた共同発信や
MICE共同誘致、観光資源ブラッ
シュアップ等を行い、インバウン
ド及び国内旅行者の流入による交
流人口の拡大や、地域創生の人
材、事業の育成やまちづくりに繋
げる。

負担金
6,469,272円
（うち国費
　3,221,000円）

①離島航空路・航路
利用者数（福岡から
の直行便のみ）

②外国人延宿泊者数

③本事業で造成する
旅行商品の利用者数

①606,200
人
(278,500
人)

②168,538
人
(1,300人)

③1,500人

①583,730
人
(272,685
人)

②199,909
人
(2,679人)

③7,427人
(2,324人)

①B

②A

③A

①着実に利用者は伸ばしている
ものの、目標を達成することは
できなかった。5月の大豪雨
（屋久島）、夏場の休日に続く
悪天候、日韓情勢など、観光事
業は天候や情勢、経済等に左右
されやすい。

②目標を大幅に達成することが
できたが、昨年度の日韓情勢の
悪化、今年度の新型コロナウイ
ルスの影響は、観光事業に大打
撃を与えている。今年度の実績
は悲惨なものになりそうであ
る。

③OTAに特化した事業を展開し
たことで得られた数値。宿の自
立に寄与するために始まり、3
年間取り組んだ結果、宿が工夫
をして商品販売をするなどの努
力が見られるようになった。

・認知度向上に繋げるため、今
後も引き続き、交通事業者、旅
行業者との連携を強化するとと
もに、これまでの委託先等との
継続的な関係を築いていく。

・効果的なブログの発信、グー
グルアナリティクスの活用によ
るアクセス状況の分析

・自治体独自での施策強化

A

交付金事業としては終了だ
が、今後も継続するというこ
となので期待したい。
継続にあたっては、本事業に
よりどれだけ人数が増えたか
を年度による比較・検証のう
え進めること。

2 SDGs未来課
壱岐なみらい創りプロ
ジェクト

住民が壱岐を語れる仕組みづく
り、そして、地域を学び郷土愛を
育む仕組みづくりを行っていく。
また、住民が壱岐市の未来のため
に自ら実施したいことを実現でき
る仕組みづくりも行う。

事業費
5,280,000円
（うち国費
　2,640,000円）

①地方創生テーマ実
現数

②Uターン意向率

③参加大学数

④新規企業誘致数

①9事業

②9％

③6校

④1社

①16事業

②20％

③13校

④8社

①A

②A

③A

④A

前年度からの取り組みの成果が
出てきており、事業に直結した
目標値を達成することができ
た。

ＳＤＧｓ未来都市等推進事業の
中で、壱岐なみらい創りプロ
ジェクトを継続して行ってい
く。

A
全ての成果指標を達成してお
り、引き続き事業を推進され
たい。

3 商工振興課
国境のしま地域商社プ
ロジェクト

「しまの地域商社」を設立し、し
まの商品の販路開拓等を行い、し
まの活性化に寄与する。

補助金
30,493,275円
（うち国費
　15,246,000円）

①地域商社の売上

②新商品開発数

③ネット通販の売上

④新規雇用者数

①40,000千
円

②1商品数

③1,000千
円

④1人

①42,278千
円

②1商品数

③535千円

④1人

①A

②A

③C

④A

地域商社が立ち上がり運営を開
始し3年目を迎え、昨年を上回
る売り上げで目標達成できた。
福岡のみならず、関西・首都圏
にも販路開拓できたことが売り
上げ増の要因となった。壱岐牛
のロス部分を使用した壱岐牛ハ
ンバーグの開発にも県と共同で
行い新商品開発に成功した。

・ネット通販の強化
・リモート商談会の実施
・コロナの影響を受けたお得意
先へのアフターフォローの強化

A

ネット通販の売上は、年度末
に売れない要因の検証・商品
の見直し等を行い、その後改
善がみられる。
令和２年度から４年度まで後
継事業で継続ということなの
で引き続き頑張ってもらいた
い。

新規開発した商品（壱岐牛ハ
ンバーグ）については、量産
体制を構築し、市販化に繋が
ることを期待する。

↓ ↓

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

№ 担当課 事業名 事業目的・概要 経費内訳

【ＫＰＩ目標達成度】
　Ａ：目標達成

　Ｂ：目標をほぼ達成80％以上

　Ｃ：50％以上

　Ｄ：50％未満（未着手含む）

【創生会議委員評価】
　Ａ：成果が十分に上がっている
　　（事業継続）
　Ｂ：相当程度の成果がある
　　（取組追加、発展）
　Ｃ：成果が不十分である
　　（事業内容の見直し、改善）
　Ｄ：成果なし
　　（事業中止）

目標値 実績値 達成度 取組成果、状況 今後の方針
創生会議委員意見

※（ ）は壱岐市のみ
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平成30年度地方創生推進交付金　効果検証シート　　【R2.8.21事業評価】

評価 本事業における意見

1 観光課
壱岐島リブートプロ
ジェクト

イルカパーク を、総合イルカエン
ターテイメント施設として、ソフ
ト面・ハード面ともに改善してい
くことで、集客力のあるキーコン
テンツ化を図り、既存の観光資源
や体験メニューを磨き上げる。

事業費
139,095,000円
（うち国費
　51,813,000円）

①本プロジェクトに
より設立するサービ
ス統括会社の売り上
げ

②本プロジェクトに
よるサービスの利用
者数

③観光客実数

④宿泊客実数

①23,000千
円

②28,667人

③241,865
人

④175,670
人

①28,866千
円

②33,691人

③236,786
人

④118,945
人

①A

②A

③B

④C

H31.4.25にリニューアルオープン
し、カフェ、アウトドア、イルカ
とのふれあい体験など、魅力的な
コンテンツを提供できたことで、
直接的なKPIである入園者数、売上
については、目標を達成すること
ができた。

先進施設であるアメリカのドル
フィンリサーチセンター（飼育、
医療、繁殖等）、東京大学大気海
洋研究所（バイオロギング）、東
京農業大学（アニマルセラ
ピー）、専門学校（実地研修）と
の連携協定が決定した。これによ
り、一般の観光だけでなく、研
究、学生の研修受入、水族館等の
視察受入が期待される。

イルカの飼育技術は、行動分析学
の理論に基づき構築されている。
これは、コミュニケーション、
チームビルディング技術の向上を
図る企業の管理者研修等に応用可
能で、企業と連携した研修プログ
ラムの開発を進めている。商品化
により企業研修、逆参勤交代、
ワーケーション、関係人口創出な
ど、今後期待される需要の獲得を
図りたい。

イルカの命を守ることを最優先
に、飼育管理技術の向上と医療
体制の充実に力を入れる。

提供するサービス（ふれあい体
験、飲食、キャンプ等アウトド
ア）については、一定確立しつ
つある。交付金事業最終年度と
なることから、お客様の反応を
見ながら、各コンテンツを磨き
上げていく。

A

リニューアルでお洒落になっ
たと感じられる。イルカパー
クには博物館と並んで壱岐の
観光拠点として期待する。
イルカパーク単体だけの取組
ではなく、他の観光施設やメ
ニューと広域的に連携して事
業を進めてもらいたい。

イルカの生活環境や飼育技術
がより向上するよう努めてほ
しい。

KPIは売上だけ目標にしても意
味がない。利益がどうだった
か検証すること。

↓ ↓

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

№ 担当課 事業名 事業目的・概要 経費内訳

【ＫＰＩ目標達成度】
　Ａ：目標達成

　Ｂ：目標をほぼ達成80％以上

　Ｃ：50％以上

　Ｄ：50％未満（未着手含む）

【創生会議委員評価】
　Ａ：成果が十分に上がっている
　　（事業継続）
　Ｂ：相当程度の成果がある
　　（取組追加、発展）
　Ｃ：成果が不十分である
　　（事業内容の見直し、改善）
　Ｄ：成果なし
　　（事業中止）

目標値 実績値 達成度 取組成果、状況 今後の方針
創生会議委員意見

3



令和元年度地方創生推進交付金　効果検証シート　　【R2.8.21事業評価】

評価 本事業における意見

1 SDGs未来課
壱岐市SDGｓ未来都市等
推進事業

基幹作物であるアスパラガスを対
象に、栽培、収穫、仕分け、輸
送、加工、販売までの全工程に最
新のシステムを導入し、一元管理
を行う。IoT雇用の創出による堅牢
なシステム運用体制の構築及び国
内外PRを行う。興味喚起による環
境啓蒙イベントや市内中高生を対
象とした環境教育プログラム等を
実施する。

負担金
34,969,000円
（うち国費
　17,484,000円）

①農業産出額（アス
パラガス）

②IoT、AI等新技術導
入件数

③パートナーシップ
企業数

④再生可能エネル
ギー導入実績

①0百万円

②1件

③1件

④0件

①0百万円

②1件

③9件

④0件

①－

②A

③A

④－

平成30年6月に内閣府より「Ｓ
ＤＧｓ未来都市」・「自治体Ｓ
ＤＧｓモデル事業」に選定さ
れ、積極的にＳＤＧｓを推進し
ている。その中で、パートナー
となる企業との連携が図られ、
ＫＰＩを大きく上回った。

自治体ＳＤＧｓモデル事業を実
施する。
・経済
スマート農業や輸送構想に向け
た取組を行う。
・社会
ＳＤＧｓ普及啓発活動や壱岐な
みらい創りプロジェクト、ＩＴ
人材育成を行う。
・環境
環境ナッジ及び海洋教育を実施
する。

B

農業産出額と再生可能エネル
ギー導入実績のKPI目標値を０
としているのは、目標設定と
して適当とは言えないが、成
果が出るのは次年度以降の計
画であり、設備の導入等、
はっきりとした方向性は見え
ている。

2 SDGs未来課
新しい働き方「テレ
ワーケーション」推進
事業

テレワークセンターを軸とした働
き方改革として、テレワークに仕
事仲間や家族とともに本市の豊か
な自然を味わうことのできるアウ
トドアでの活動やバケーションの
要素を導入したテレワーケーショ
ンを推進する。

事業費
17,095,000円
（うち国費
　8,547,000円）

①テレワークセン
ター利用者数

②新規企業誘致数

③観光客実数

①60人

②1社

③6,000人

①981人

②5社

③6,238人

①A

②A

③A

本年度はニーズ調査のうえ、テ
レワーケーションのプログラム
やアウトドア環境の整備を図っ
た。また、テレワークセンター
の認知度を高めるため、イベン
トや情報発信を行った結果、テ
レワークセンターの利用者及び
新規企業誘致数の大幅増につな
がった。

テレワーケーション環境の整備
と、プロモーションによる認知
度向上、高校生を含む市民向け
ＩＴ人材の育成に努める。

A

全ての成果指標を達成してお
り、引き続き事業を推進され
たい。
今後のニーズにもよるが、サ
テライトオフィスの拡張や新
設が必要となった場合は、場
所の検討が必要。

↓ ↓

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

№ 担当課 事業名 事業目的・概要 経費内訳

【ＫＰＩ目標達成度】
　Ａ：目標達成

　Ｂ：目標をほぼ達成80％以上

　Ｃ：50％以上

　Ｄ：50％未満（未着手含む）

【創生会議委員評価】
　Ａ：成果が十分に上がっている
　　（事業継続）
　Ｂ：相当程度の成果がある
　　（取組追加、発展）
　Ｃ：成果が不十分である
　　（事業内容の見直し、改善）
　Ｄ：成果なし
　　（事業中止）

目標値 実績値 達成度 取組成果、状況 今後の方針
創生会議委員意見

4



令和元年度地方創生推進交付金　効果検証シート　　【R2.8.21事業評価】

評価 本事業における意見
重要業績評価指標

（ＫＰＩ）
№ 担当課 事業名 事業目的・概要 経費内訳 目標値 実績値 達成度 取組成果、状況 今後の方針

創生会議委員意見

3 商工振興課

壱岐しごとサポートセ
ンターによる離島にお
ける起業・創業拡大事
業

壱岐しごとサポートセンターの運
営、中小企業及び創業希望者等へ
の支援実施。

事業費
34,028,986円
（うち国費
　16,346,000円）

①イキビズのサポー
トによる起業・創業
事業者数（年間）

②イキビズの相談件
数（年間）

③うち起業・創業相
談件数（年間）

①5件

②619件

③123件

①7件

②548件

③44件

①A

②B

③D

定量的な指標である相談件数につ
いては、３月末までに５４８件と
なっており、１月あたり約４５件
の相談を受けている。イキビズ開
設以来の利用事業者数は３００者
以上となっている。ほとんどの事
業者に複数回利用していただいて
おり、リピート率は８割以上と
なっている。
　島内事業者のキャッシュレス決
済推進にも尽力し、事業者の売上
サポートとともに、観光客や外国
人客が利用しやすい環境整備も推
進している。
　イキビズのサポートした商品に
ついても、イキビズの特色の一つ
であるデザインなどクリエイティ
ブ支援により、販路開拓に努め
た。
　しかし、副センター長級職員の
退職と、起業・事業拡大の相談業
務を主で担っていたセンター長の
辞意により、８月以降は実質的に
職員２名体制となり、目標の相談
件数を達成することができなかっ
た。
　また、ホリエモンこと堀江貴文
氏を招いてのトークイベントの企
画や、アイドルオーディション合
宿・関連イベントの誘致をおこ
なっていたものの、新型コロナウ
イルスの影響によりイベントの中
止を余儀なくされた結果となっ
た。

産業支援機関としての壱岐しご
とサポートセンター（Iki-
Biz）事業については、事業実
施期間を令和２年８月末までと
することとしている。

B

令和２年８月末で事業終了と
なる。
一定の成果は出ていると思わ
れるが、相談件数に対して、
実績がどうなったのか、売り
上げがどう増えたのか等、具
体的な数字がなく、客観的な
判断ができない。
事業終了以降も利用者へのア
ンケート調査等を実施し、効
果の検証を行うこと。

4 観光課
観光とスポーツを核と
した「稼げる観光産
業」創出プロジェクト

海外交流の歴史等を活用した外国
人観光客の誘客拡大。

補助金
24,964,000円
（うち国費
　12,482,000円）

①延べ宿泊者数一人
あたり観光消費額

②観光客の延べ宿泊
者数

①36,869円
/人

②276,015
人

①36,084円
/人

②272,727
人

①B

②B

８件の宿泊施設が、内外装、風
呂トイレ等の水回りの改修に取
り組み、お客様の利便性、快適
性の向上が図られた。
おもてなし研修の受講、壱岐産
食材の活用、キャッシュレス決
済の導入が条件となっており、
ハード・ソフト両面で、重要な
観光基盤である宿泊施設の底上
げにつながっている。

令和２年度が最終年度となる
が、引き続き、宿泊施設等魅力
向上支援補助金により、宿泊施
設の魅力向上、品質の底上げを
図る。

B

宿泊施設にとって、ユニバー
サルツーリズムへの対応は当
然必要とされている。

コロナ下で外国人観光客は
減っているが、今後増えてい
くことを想定し、外国語にど
う対応するか、文化の違いを
どう伝えるか等の方策につい
て、さらに研究のこと。

↓ ↓

【ＫＰＩ目標達成度】
　Ａ：目標達成

　Ｂ：目標をほぼ達成80％以上

　Ｃ：50％以上

　Ｄ：50％未満（未着手含む）

【創生会議委員評価】
　Ａ：成果が十分に上がっている
　　（事業継続）
　Ｂ：相当程度の成果がある
　　（取組追加、発展）
　Ｃ：成果が不十分である
　　（事業内容の見直し、改善）
　Ｄ：成果なし
　　（事業中止）
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